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(10) 
上 場 会 社 と 

当 該 株 主 の 関 係 

資 本 関 係 トヨタは当社の議決権を 20.0％保有しております。 

人 的 関 係 役員等の兼任はございません。 

取 引 関 係

2005 年に業務提携に合意して以来、当社によるトヨタ

車両受託生産や、トヨタからの車両供給、ならびに FR

スポーツカー「TOYOTA86」/「SUBARU BRZ」の共同開発

などの協業に取り組んでおります。また、2019 年６月

には当社の AWD（全輪駆動）技術とトヨタの電動化技術

を活用した、EV 専用プラットフォームおよび EV 車両

の共同開発に合意したことを公表しております。 

 

３．異動前後における当該株主の所有する議決権の数及び議決権所有割合 

 属性 
議決権の数（議決権所有割合） 

直接所有分 合算対象分 合 計 

異動前 

（2019年９月30日現在） 

主要株主である 

筆頭株主 

1,290,000 個 

（16.8％） 

―個 

（―％） 

1,290,000 個 

（16.8％） 

異動後 

その他の関係会社 

及び主要株主である 

筆頭株主 

1,536,000 個 

（20.0％） 

―個 

（―％） 

1,536,000 個 

（20.0％） 

注１．「議決権所有割合」は、2019年９月30日現在の発行済株式総数769,175,873株から同日現在の議決権を

有しない株式数2,670,573株を控除した株式数766,505,300株に係る総株主の議決権の数7,665,053個

に基づき算出しております。 

注２．「議決権所有割合」は、小数点以下第二位を四捨五入して表示しております。 

 

４．開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無等 

該当事項はありません。 

 

５．今後の見通し 

本件異動による当社の連結業績予想への影響はありません。 

2019 年９月 27 日付「トヨタ自動車株式会社との新たな業務資本提携の合意に関するお知らせ」に

おいて公表いたしましたとおり、本件異動により、トヨタとの事業上の関係はより強固なものとなる

ことが見込まれ、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資するものと考えております。 
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